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クリーンエネルギー 化石燃料

エネルギー需給の報告書として影響力のあるものに、国際エネルギー機関が毎年発行する「エ
ネルギーアウトルック」があります。石油業界を背景とした保守的な報告書ですが、それで
も近年は再エネが主役と断言しています。

国際エネルギー機関のエネルギーアウトルック

国際エネルギー機関が指摘する
再エネ投資の重要性

エネルギーの主役は石油から再エネに

国際エネルギー機関（IEA）は、石油危機の経験から、経済協
力開発機構（OECD）加盟国によって設立された機関です。さ
まざまな報告書がありますが、代表的なものに毎年秋に発行する

「エネルギーアウトルック」があります。かつては気候変動問題
に前向きではない IEA でしたが、世界の潮流の変化から 2050 年
カーボンニュートラルを実現するシナリオを検討するようになり、
2020 年の「エネルギーアウトルック 2020」では「石油に代わっ
て太陽光発電がエネルギーの王様になる」と表現しました。石油
業界寄りの機関でも気候変動対策を重視するようになったことは、
エネルギー業界にインパクトを与えました。

IEAのネットゼロのシナリオと投資

エネルギーアウトルックでは CO2 排出について、いくつかのシ
ナリオを提示しています。右図はゼロエミッションのシナリオで
す。電力の脱炭素化は急速に進む一方、産業部門と運輸部門の脱
炭素化は少し時間がかかると見込まれています。また、とりわけ
産業部門では化石燃料消費をゼロにできませんが、その分は CO2

を除去する技術で相殺するというシナリオになっています。
IEA は現状、ネットゼロは難しいと警告しています。ネットゼ

ロ達成に向け、圧倒的に不足しているのが投資です。今後、新規
の油田やガス田への投資は抑制し、再エネへ投資すべきとしてお
り、これを促進することでネットゼロ達成の可能性はまだ残され
ていると考えられています。ただ、化石燃料への投資抑制が、短
期的なエネルギー需給のひっ迫につながっているのも事実です。

12  
CO2排出量の部門別内訳とゼロエミッションのシナリオ（2010-2050年）

IEAのシナリオに対応した世界のエネルギー投資

石油危機
1970年代に発生した
原油の需給ひっ迫と高
騰。1973年の第一次
石油危機は第四次中
東戦争、1979年の第
二次石油危機はイラン
革命がきっかけとなっ
た。石油危機を契機に
省エネや石油代替エネ
ルギーの開発が推進さ
れるようになった。

経済協力開発機構
（OECD）
第二次世界大戦後、欧
州経済を復活させるた
め、1948年に設立さ
れた欧州経済協力機構
が母体。1961年に発
展的に改組され、現在
の組織となった。北米
だけでなく、南米や日
本を含むアジアにも加
盟国を広げている。

ゼロエミッション
排出量ゼロのこと。こ
こではCO2 排出ゼロ
を指す。

ネットゼロ
CO2 を排出しても、ほ
かの手段でCO2 を吸
収することで、全体
としてCO2 排出ゼロ
にすること。カーボン
ニュートラルと同じ意
味。

BECCSと DACCS

（Gt-CO2）

（年） （年）

（Gt-CO2）
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セクターごとの排出量

電力

工業

運輸

建物

その他

全排出量および正味の排出量

正味の排出量

化石燃料の生産に対する新規投資を抑制したことで、需給がひっ迫し、エネ
ルギー価格が上昇しています。その結果、不況とインフレが同時に起こるスタ
グフレーションも引き起こしています。これは、脱炭素化に伴って発生するた
め、「グリーンフレーション」といわれます。また、ロシアによるウクライナ
侵攻により、この傾向はさらに強まっています。

グリーンフレーション

One Point!

※ APS は現行政策によるシナリオ、NZE はネットゼロのシナリオ
出典：国際エネルギー機関（IEA）「World Energy Investment 2022」をもとに作成

出典：国際エネルギー機関（IEA）「World Energy Outlook 2022」（Figure 3.1）をもとに作成

電力の再エネ化・
脱炭素化が先行

2050 年はカーボン
マイナス技術により

正味ゼロを実現
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中東の産油国はこれまで、気候変動対策に消極的な国々と見られてきました。しかし、近年
は再エネと原子力発電の開発が進められています。近い将来、石油が売れなくなる時代に備
えているといえます。

中東

石油依存経済からの脱却を目指す
中東諸国

太陽光発電所の建設などが進むサウジアラビア

中東の産油国では、将来的に石油が売れなくなることを想定し、
脱石油が進められています。比較的進んでいる国の１つが、中
東最大の産油国であるサウジアラビアです。2016年に「ビジョ
ン 2030」を策定し、そこに当面の目標として 950 万 kWの再
エネ導入が示されています。実際、砂漠に大規模な太陽光発電
所が建設されており、グリーン水素（P.148 参照）やグリーンア
ンモニアの製造設備の建設も進められています。また、CCUS
（P.180参照）やブルー水素（P.148参照）事業も検討されていま
す。このほか、すべてのエネルギーを再エネで賄う 100 万人都
市「NEOM」を建設する予定もあります。
脱炭素では2060年のカーボンニュートラルを目指しています。

UAEではマスダールが注目される

サウジアラビアと並んで脱炭素が進められているのが、UAE（ア
ラブ首長国連邦）です。特に注目されているのは、2006年に設立
された、再エネ 100％都市として建設されるマスダール・シティ、
およびこの事業を推進する企業であるマスダールです。マスダー
ル・シティでは、ゼロエミッションを意識した工場誘致などがなさ
れるほか、国際再生可能エネルギー機関（IRENA）の本部も置か
れています。マスダールは都市開発の経験を生かし、海外でも事業
を展開しており、石油にとって代わる再エネメジャーの一角を目指
しているといえます。また、原子力発電所の開発も進められており、
４基の韓国製原子炉が稼働中、ないしは稼働間近です。
脱炭素では2050年のカーボンニュートラルを目指しています。

07 
サウジアラビアのグリーン化目標

UAEのエネルギー戦略2050
ビジョン 2030
石油依存経済からの
脱却を目指した成長戦
略。脱炭素や再エネだ
けではなく、教育や産
業振興、スポーツ・文
化など多岐にわたる。

国際再生可能エネル
ギー機関（IRENA）
再エネの普及および持
続可能な利用の促進を
目的として設立された
国際機関。2011 年に
正式に設立され、日本
を含む 160 か国と EU
が加盟する。

中東諸国は脱炭素以上に、政治的な安定や民主化が課題となっており、脱炭
素や脱石油の経済はなかなか進展していません。一方で、小島嶼国のバーレー
ンのように気候変動の影響を受けやすい国もあります。今後の展望は、石油生
産から得られる収入をいかに脱炭素事業に投資し、経済や産業の構造を転換さ
せていくか、にあるといえます。

そのほかの中東の産油国

One Point!

出典：サウジ＆中東グリーンイニシアチブ「SGI�and�MGI�Media�resources」をもとに作成

出典：国際再生可能エネルギー機関（IRENA）「UAE�National�Energy�Strategy�2050」をもとに作成

2030 年までに毎年 2 億
7,800 万トンのCO2を削減

6％の
エネルギー
需要の年成長

7,000 億 AED
（UAE ディルハム）

約２兆 5,000 億円の節約

70％の
CO2 を削減

クリーンエネルギーの貢献度を
20 ～ 50％高める（内訳）

天然ガス
38％

クリーンな化石燃料
（CCSなど）12％

原子力
6％

再エネ
44％

40％の
エネルギー
効率向上

陸域と海域の保護区を
30％以上に引き上げる

サウジアラビア全土で
100 億本以上を植林する

5756

ZSDT_043-068_C2_C0329.indd   56-57ZSDT_043-068_C2_C0329.indd   56-57 2023/03/29   14:24:332023/03/29   14:24:33



3
C hap

脱
炭
素
化
に
よ
る
ビ
ジ
ネ
ス
の
変
革

S E C T I O N

石油は現在でも世界経済を支える主要なエネルギーです。しかし、脱炭素社会に向け、今後
は消費が大きく減少していくことが想定されます。それでは、石油会社はどのような脱炭素
化の戦略を描いているのでしょうか。

石油

石油会社の脱石油に向けた戦略

CCSと再エネ開発を目指す石油会社

石油メジャーを含めた海外石油会社の方針は、大きく２つに分
かれます。１つは CCS（P.178 参照）を活用し、ブルー水素を
生産して供給していくものです。主に天然ガスを分解して水素と
CO2に分け、CO2を地層中に埋め戻してカーボンニュートラルの
実現を目指します。油田やガス田へのCO2 注入はすでに行われて
おり、火力発電所でCCSを実施するより合理的です。
もう１つは、石油事業から再エネ事業へシフトする方針です。
代表的な企業はデンマークのオーステッドです。かつては石油会
社でしたが、風力発電事業に進出し、現在では洋上風力をはじめ
とする風力メジャーに成長しています。英bpやオランダのシェル
も再エネ開発に積極的な姿勢を見せており、日本ではENEOSな
どが再エネ事業に参加しています。このほか、カーボンニュート
ラルな合成燃料やバイオマス燃料の開発も進めています。

ガソリンスタンドをどう変えるか

電気自動車が主流となると、ガソリンスタンドが減少し、充電
設備が必要となります。充電設備の設置に広い敷地は必要ありま
せんが、急速充電器でも 80％の充電に 30 分程度かかるという
課題があります。そのためbpは、米国でコンビニエンスストア
を買収し、充電スタンド併設の店舗展開を進めています。また、
英国では、充電スタンド付きのカフェの開発が進められています。
充電の時間をカフェでくつろいでもらうという戦略です。
日本ではENEOSが、ガソリンスタンドを地域のエネルギー拠

点として役割を担わせていくことを検討しています。

03  
石油会社のカーボンニュートラルに向けた挑戦のイメージ

カーボンニュートラルを目指す製油所の将来像

石油メジャー
石油会社のうち世界経
済に影響を与える大企
業を指す。しかし、そ
の地位は国有石油企業
（サウジアラムコなど）
にとって代わられ、石
油事業そのものの市場
価値も低下している。

合理的
CCSについては、油
田やガス田へ埋め戻す
ほうが、CO2 を埋め
る場所の少ない発電所
付近で行うよりも合理
的。そのため、油田や
ガス田でブルー水素を
つくり、現在の化石燃
料のサプライチェーン
を維持していく。米国
系石油メジャーにはこ
うした考えが根強い。
再エネ開発にシフトす
る傾向にある欧州系
石油メジャーとは対照
的。

店舗展開
bpのクレジットカー
ドの購入履歴データを
活用し、顧客ニーズに
沿った店舗展開を進め
ている。

その他
1.8億トン
（15％）

エネルギー
起源CO2

10.3 億トン
（85％）

12.1 億トン 石油消費による CO2
約4トン

吸収源対策
（CCS・森林など）

2019年度

2050年

排出と吸収
のバランス

実質排出ゼロ

革新的技術の開発・実用化・
社会実装などによる削減

石油・スコープ 1
0.32 億トン（3％）

石油・スコープ 3
3.5 億トン（34％）

石炭
4.3 億トン
（41％）

天然ガス
2.2 億トン
（22％）

① SAF（P.90参照）の国内製造・供給
② CO2フリー水素・アンモニアの製造・供給
③ 合成燃料の革新的製造技術の開発
④ 再エネの開発促進 など

石油

石油系

石油精製プロセス

再エネ
活用

CO2
フリー
水素活用

省エネ
強化

燃料 化学製品

液化水素

バイオ系、カーボンリサイクル系、CO2フリーエネルギー
CO2
フリー
水素

有機ハイ
ドライド

アンモ
ニア

バイオ
マス

廃プラ
など 回収CO2

①SAF製造プロセス

SAF
廃食油など＋水素

アルコール

②合成燃料の製造プロセス
合成燃料

化学原料

FT
合成

CO2

水素

③脱水素プロセス

脱水素有機ハイド
ライド 水素

カーボンニュートラル製品
製造プラント（改造・新設）既存プラント

燃料 化学製品
CO2
フリー
水素

アンモ
ニア

炭酸塩
（CCU）

カーボンニュートラル
な燃料・化学製品

燃料電池、
発電・産業用燃料

建築・土木用
セメント原料

CO2の
貯留

（CCS）

CO2の
原料利用
（CCU）

炭素負荷の
低い石油製品

原料

製油所

製品

※ �2019 年度の排出量および内訳は、環境省および温室効果ガスインベント
リオフィスの燃料種別排出量（国内の排出量）から作成。原油と石油製品
の排出分から、製油所のCO2 排出量（石油分）を控除し、石油のスコープ
3排出量とした

出典：�石油連盟「石油業界のカーボンニュートラルに向けたビジョン（目指す姿）【2022 年 12月版】」を
もとに作成

出典：�石油連盟「石油業界のカーボンニュートラルに向けたビジョン（目指す姿）【2022 年 12月版】」を
もとに作成
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S E C T I O N

スコープ３には、従業員の働き方によるCO2 排出も含まれています。近年はコロナ危機の
影響によりテレワークが普及し、通勤によるCO2 排出量は減少傾向にあります。さらに、
サテライトオフィス（P.126 参照）によるCO2 排出削減なども取り組まれています。

スコープ３の脱炭素化戦略③

テレワークやサテライトオフィスで
通勤時のCO2排出を削減

テレワーク普及によるCO2排出の変化

テレワークとは、ここでは自宅やコワーキングスペースなどを
利用し、オフィスに出社しない働き方を指します。2019年末か
らの世界的なコロナ危機の影響で、対面によるコミュニケーショ
ンを回避するため、日本でもテレワークが普及しました。

テレワークを活用すると、CO2 排出を削減できます。右ページ
の図のように、通勤（とりわけ自動車通勤）からのCO2 排出削減
に加え、オフィスの空調や照明、OA機器の利用によるCO2 排出
も削減できます。一方、自宅などでの CO2 排出は増加することに
なります。ただし、一定規模以上の事業所の場合、自宅からの排
出増を考慮しても、全体としては削減になるようです。

サテライトオフィスによるCO2排出削減

オンライン会議などが普及したことにより、従業員が一か所の
オフィスなどに集まる必要性が減り、事業所を分散化できるよう
になりました。もし居住地の近くで働くことができれば、テレワー
クと同様、通勤時の CO2 排出削減につながります。
米国では、自動車による通勤が一般的なので、サテライトオフィ

スによるCO2 排出削減効果が高いという調査結果があります。日
本の場合、大都市圏を離れたサテライトオフィスで勤務すると、
かえって自動車通勤が増えてしまいかねません。しかし、通勤時
間の減少と、住宅環境の改善により、生活の質が向上する可能性
があります。再エネ電力の利用や自転車通勤、EV 利用などをセッ
トにして、サテライトオフィスによる脱炭素化を考えることにな
るでしょう。

09  
テレワークによるオフィスでのCO2排出削減効果

サテライトオフィスとメインオフィスのイメージ

テレワーク
テレワークでは、パソ
コンなどを使って自宅
で作業をするほか、会
議などはオンライン会
議のアプリで実施す
る。

導入前

オフィスICT機器
導入後

オフィス空調設備 オフィス照明
家庭ICT機器 家庭空調設備 家庭照明

1.04

1.02

0.65

0.63

0.87

0.42
0.37
0.33

在宅勤務
による
電力

1.76 電力削減率14％

0

1

2

3

4
（kWh/人・日）

出典：総務省「平成 22年度�次世代のテレワーク環境に関する調査研究」
出所：環境省「平成 30年版�環境・循環型社会・生物多様性白書」をもとに作成

人が乗り物を使って移動する場合、その乗り物がCO2 を排出します。した
がって、オンライン会議の活用により、なるべく出張などの移動を控え、移動
する際は航空機以外の公共交通機関を利用することが、CO2 排出削減につな
がります。特に航空機はCO2 排出が多いことから、移動手段の検討が求めら
れています。

オンライン会議は出張のCO2排出抑制にも貢献

One Point!

サテライトオフィス
メインオフィス

職住接近による生活の質の
向上と、質の高い住環境に

よる生産性の向上

本社機能を備え、社内での定期的な
オフライン会議と、サテライト�

オフィスとのオンライン会議を実施
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太陽光発電の新たな取り組みとして注目されているのが、ソーラーシェアリング（営農型太
陽光発電）です。発電事業と農業とを両立させることで、電力供給だけではなく、農村地域
の経済発展にも寄与することにつながります。

ソーラーシェアリング

農作物の栽培と発電を同時に行う
ソーラーシェアリング

農作物と発電設備で日光をシェア

ソーラーシェアリング（営農型太陽光発電）とは、農地で農業
とともに発電を行う取り組みです。農作物の生育には、キノコな
どを除き、日光が必要とされます。ただし、必ずしも強い日光が
必要なわけではなく、多くの農作物は少し影ができても十分に育
ちます。そこで、太陽光発電設備を設置し、日光を農作物と発電
設備でシェアすることで、農業と発電の両方を実現できるのです。
夏などは日影ができるため、農作業がしやすくなる一方、耕作

のための機械使用を考えた設備設置が必要という課題もあります。
また、架台の設置部分のみを農地から転用するための許可なども
必要になります。さらに制度上、農家は農作物の収穫を、ソーラー
シェアリング導入前の８割以上にしておくことも求められます。

農作物を考慮したソーラーシェアリング

ソーラーシェアリングの主役はあくまで農業です。栽培する農
作物の特性に合わせて太陽光発電を行うことになるので、育てる
農作物を何にするかを考えていく必要があります。日影でも育つ
ミョウガやアシタバなどの農作物をはじめ、さまざまなものが育
てられています。今後、ソーラーシェアリングに適した農作物や
栽培方法などの研究も進んでいくことでしょう。
また、畜産でのソーラーシェアリングも試みられています。牧
場に東西から日光が当たるよう、垂直に太陽光発電設備を設置す
ると、発電量そのものは低下しますが、設置しやすいというメリッ
トがあります。また、朝方や夕方などの電気の市場価格が高い時
間帯に発電できるというメリットもあるようです。

03  
ソーラーシェアリングに必要な手続き（神奈川県の例）

ソーラーシェアリングのイメージ強い日光は必要なわけ
ではない
ほとんどの植物は、一
定の強さ以上の日光が
当たっても光合成に限
界がある（光飽和点）。
光飽和点は農作物によ
り異なるため、太陽光
発電設備の配置も変
わってくる。トウモロ
コシのような光飽和点
がない農作物には基本
的にソーラーシェアリ
ングは向かない。

農業と発電の両方を実
現
売電による農業以外の
収入や、自家発電によ
るコスト削減などによ
り、農家の経営を安定
させることにもつなが
る。

農地の転用
農地は農地法により耕
作以外での使用が制限
されている。ソーラー
シェアリングを導入す
る場合、架台の杭を打
つ部分は耕作以外の使
用となるため、農地の
一時転用許可を得る必
要がある。転用期間は
10 年間で、その後は
再度、転用許可を得る
ことになる。

電力需給契約の締結

事業計画の認定

経済産業省へ
事業計画の認定を申請

電力会社へ
系統連系協議

認定には
50kWの場合で

約１～２か月が必要

事業計画の
認定の申請と
同時進行が可能

農業委員会へ
農地の一時転用の
許可申請書の提出

一時転用の許可

設置工事

発電開始

「事業計画認定通知書」と「電力需給
契約申込書」の写しを添付

ソーラーシェアリングの場合、ミョウガのように比較的日影を好む農作物が
適しているといわれています。しかし、ほとんどの農作物は光飽和点があり、
多少日影があっても十分に育ちます。たとえば、ナスやジャガイモ、大豆など
の一般的な農作物も育てられており、ブルーベリー農園やワイン用ブドウ畑、
水田の事例もあります。また、最近ではビニールハウスと一体になったソーラー
シェアリングで、さまざまな園芸作物が栽培されています。

ソーラーシェアリングに適した主な農作物

One Point!

出典：神奈川県県庁「ソーラーシェアリングの魅力」をもとに作成

写真提供：photoAC

架台
パネルを設置する台で
あり、パネル以外の構
造全体を指す

パネル
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S E C T I O N

日本ではCO2 排出量の４分の１から３分の１が、建物使用時の排出といわれています。そ
のため、建物からのCO2 排出をゼロに近づけることが課題となっており、ゼロエネルギー
住宅（ZEH）やゼロエネルギービル（ZEB）といった取り組みが進められています。

ZEH・ZEBとデジタルツイン

建物のゼロエネルギー化のための
効率化とデータ活用

ZEHやZEBの実現に向けた取り組み

建設業では、工事や資材の脱炭素化以上に、建物使用時の脱炭
素化が重要であり、Z

ゼ ッ チ
EH や Z

ゼ ブ
EB の取り組みが進められています。

ZEH については、断熱性能の向上に加え、住宅用太陽光発電の活
用や蓄電池の設置などで改善が可能です。一方、ZEB の場合、消
費エネルギーが住宅より多く、太陽光発電設備の設置場所も限ら
れていることから、完全な「ゼロエネルギー」は簡単ではありま
せん。そこで、ZEB に近づけるための段階が定義されています。

ZEB は今後、地中熱などの未利用熱の利用を含めたエネルギー
の効率化を進めるとともに、PPA（P.112 参照）などを利用した再
エネ供給を通じてカーボンニュートラルにしていくことでしょう。

建物のデータ化により無駄や効率性を把握

建物の設計図面は、コンピューター（CAD）化され、さらに３
次元化されて 3D-CAD となり、配管や柱などの立体的な構造が可
視化されました。さらに、完成した図面をデータベース化し、そ
の後の管理や運用にも活用できるようになりました。建設時だけ
ではなく、改修や改築などのデータも加え、利用できるようにし
たシステムが BIM（Building Information Modeling）です。

この 3D のデータに、温度や人流、照度、設備の稼働状況な
どのデータを組み合わせ、リアルタイムで現実と整合させ、コン
ピューター上で制御できるようにしたものがデジタルツインです。

この技術により、エネルギーの無駄や再エネ由来の電気の効率
性の把握、エネルギー需給の監視や制御などを行うことで、脱炭
素化を大きく推進できるとして期待されています。

09 
ZEHの特徴

ZEBの定義（ZEB ← ニアリーZEB ← ZEBレディ ← ZEBオリエンテッドの４段階）

未利用熱の利用
空調や給湯などのため
に、これまで使われて
いなかった河川や地中
の熱などを利用するこ
と。たとえば、地中の
熱は気温に対し、夏は
低く、冬は高いため、
空調のヒートポンプの
熱源を地中にすること
で、効率化される。

CAD
Computer  Aided 
Design の略で、コン
ピューターによる設計
のこと。効率的な作業
が可能で、単純ミスな
どが防がれる。

デジタルツイン
現実とコンピューター
上のデータが一致して
いることが強み。建物
単体だけではなく、ス
マートシティや送配電
網に応用することも可
能。さらに地球全体
をデジタルツイン化す
る構想もある。これに
より、地球上のどこで
気温上昇をしているの
か、氷床の融解が起
こっているのか、山火
事が発生しやすいの
かといったことをスー
パーコンピューターで
計算し、実際の地球の
状況に当てはめていく
ことができる。

減らす

給湯

照明

換気

冷房

暖房

給湯

照明

換気
冷房

暖房

高断熱でエネルギーを極力
必要としない

（夏は涼しく冬は暖かい住宅）

高性能設備で
エネルギーを上手に使う

エネルギーを
つくる

● ZEB ●ニアリーZEB

減らす

つくる

省エネ

創エネ

－ 従来の建物で
必要なエネルギー

減らす

つくる

省エネ

創エネ

● ZEBレディ ● ZEBオリエンテッド

従来の建物で
必要なエネルギー

従来の建物で
必要なエネルギー

減らす

省エネ
省エネ

さらなる
省エネ

40％以上
減らす

30％以上
減らす

省エネ＋創エネで0％以下まで削減 省エネ＋創エネで25％以下まで削減

50％以下

25％以下

70％
以下

60％
以下

省エネで50％以下まで削減 延べ面積が10,000m2以上の建物
省エネで用途ごとに既定する削減量を達成
＋未評価技術の導入によるさらなる省エネ

従来の建物で
必要なエネルギー

ZEBでつくる
エネルギー

ZEBで使う
エネルギー

ZEBで使う
エネルギー

ZEBで使う
エネルギー

－ ZEBでつくる
エネルギー

ZEBで使う
エネルギー

事務所、学校、
工場 など

ホテル、病院、
百貨店、飲食店など

出典：資源エネルギー庁「ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）」（2019.03.25）をもとに作成

出典：環境省「ZEB PORTAL 5. ゼロエネルギー化って本当にできるの？」をもとに作成
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S E C T I O N

人工光合成は、植物に頼らず、太陽光を使ってカーボンニュートラルなエネルギー資源など
をつくり出す技術です。植物の光合成より高効率で、直接グリーン水素をつくることができ
るため、期待が寄せられています。

人工光合成

太陽光で水を酸素と水素に分解し
CO2を利用

水素をつくってCO2と反応させる人工光合成

光合成とは、植物などが太陽光のエネルギーを使い、CO2と水
からデンプンなどの養分（有機化合物）をつくり出すしくみです。
こうした化学反応を人工的に行うものが人工光合成です。
光合成は、水を分解して水素イオンを生成する反応と、CO2と
水素イオンから養分を生成する反応の２段階で構成されます。人
工光合成でも水素を生成したあと、CO2と反応させて有機化合物
をつくります。
メタネーション（P.150 参照）やオレフィンなど、水素を使っ
て有機化合物をつくる技術は、人工光合成以外でも研究されてい
ます。そのため、人工光合成は主に水素の製造が中心となります。
一般的な方法では、光触媒を使い水を酸素と水素に分解するため、
太陽光のエネルギーを効率よく使える光触媒の開発が必要です。

人工光合成の用途

人工光合成の技術があれば、再エネで電気をつくらなくても、
グリーン水素を製造できます。また、水素はそのまま、ないしは
CO2と化合させ、化学工業の原料や燃料にすることもできます。
現状では、太陽光のエネルギーに対し、約10％の効率で水素

を製造するところまで技術が進んでいます。最近では豊田中央研
究所が、水とCO2から高効率でギ酸をつくる技術を開発しました。
植物の光合成より効率は高いですが、太陽光発電のエネルギー

変換効率より低いです。しかし、水素は電気より貯蔵しやすいな
どの利点があります。将来は太陽光発電と人工光合成、太陽熱利
用を含めた、さまざまな太陽の利用が進むと考えられます。

10  
２段階で構成される人工光合成

人工光合成セルのイメージ

オレフィン
エチレンやプロピレン
など、炭素の二重結合
をもつ炭化水素の総
称。ポリエチレンやポ
リプロピレンなどのオ
レフィン樹脂の原料や
化学工業の原料とな
る。

ギ酸
化学式は HCOOH、漢
字で書くと蟻酸、すな
わちハチやアリの一部
がもつ毒性の物質であ
る。常温では液体なの
で、貯蔵しやすく、そ
のまま燃料にするほ
か、必要時に分解して
水素を取り出すことも
できる。

出典： 資源エネルギー庁「CO2 を “ 化学品 ” に変える脱炭素化技術『人工光合成』」（2018-07-05）をもと
に作成

H2O

水

OO
O2

酸素

H＋
水素イオン
＋電子

デンプン
などの養分

有機化合物

マンガン
クラスター
（触媒）

H2O

水

OO
O2

酸素

H2
水素

オレフィン
など

有機化合物

人工的な
触媒

●植物の光合成 ●人工光合成

太陽光 太陽光

CO2CO2

出典： 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「人工光合成の水素製造で世界最
高レベルのエネルギー変換効率 2％を達成」（2015 年３月 31 日）を参考に作成

半導体
接触層

水

H2O

太陽光

分離膜
H2 H2

水素

O2
O2

酸素

人工光合成セル

水素発生用
光触媒

酸素発生用
光触媒H2

O2

光触媒が太陽光のエネル
ギーで水を分解し、化学

エネルギーに変換

発生した気体を
酸素と水素に分離
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